
６．プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドラインの概要 
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha01/pdf/syuuchi03.pdf

 ※ 本 稿 は 、 厚 生 労 働 省 Ｈ Ｐ か ら ダ ウ ン ロ ー ド で き ま す の で ご 活 用 く だ さ い

） 

従

月

ないと考え から、特にこのような者の把握・確認に当たっては、プライバシーに配慮

け

の

ラ

握

11

齢

部 障害者対策

してい

す。ここでは、

事業主の皆様

へ」としたガイド

ラインの概要パン

フレットを紹介掲

載します。（※本稿

は判読が困難な部

分もあり、ＨＰを

ご参照ください。） 
 
 
 
 
 
 
 

 
厚生労働省は、2005 年７月の障害者雇用促進法の改正により、各企業の実雇用率の算定の際に、

来の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされた（2006 年４

施行）ところから、精神障害者については、企業に採用された後に障害者となった者も少なく

られること

する必要があり、障害者本人の意に反した雇用率制度の適用等が行われないよう、精神障害者だ

でなく、身体障害者及び知的障害者にも共通するものとして、プライバシーに配慮した障害者

把握・確認の在

り方について、「プ

イバシーに配慮

した障害者の把

・確認ガイドラ

イン」（平成 17 年

月 厚生労働省

職業安定局 高

・障害者雇用対

策

課）を策定

ま
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